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議 案 第 ４ １ 号

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ）

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 2,544,042千 円 を 減 額 し 、 歳 入歳 出 予 算 の 総

額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 109,994,409千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

（ 継 続 費 の 補 正 ）

第 ２ 条 継 続 費 の 変 更 は 、 「 第 ２ 表 継 続 費 補 正 」 に よ る 。

（ 繰 越 明 許 費 の 補 正 ）

第 ３ 条 繰 越 明 許 費 の 追 加 及 び 変 更 は 、 「 第 ３ 表 繰 越 明 許 費 補 正 」 に よ る 。

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ４ 条 地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ４ 表 地 方 債 補 正 」 に よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ０ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

13 使 用 料 及 び 手 数 料 2,202,220    △2,240    2,199,980    

２ 手 数 料 625,303    △2,240    623,063    

14 国 庫 支 出 金 17,990,801    61,996    18,052,797    

１ 国 庫 負 担 金 14,994,549    162,175    15,156,724    

２ 国 庫 補 助 金 2,905,038    △100,179    2,804,859    

15 県 支 出 金 6,783,227    △497,735    6,285,492    

１ 県 負 担 金 4,103,974    5,106    4,109,080    

２ 県 補 助 金 1,688,655    △421,884    1,266,771    

３ 委 託 金 990,598    △80,957    909,641    

16 財 産 収 入 402,391    34,360    436,751    

１ 財 産 運 用 収 入 152,201    △12,078    140,123    

２ 財 産 売 払 収 入 250,190    46,438    296,628    

17 寄 附 金 20,820    5,285    26,105    

１ 寄 附 金 20,820    5,285    26,105    

18 繰 入 金 3,370,248    △2,422,923    947,325    

１ 基 金 繰 入 金 3,326,836    △2,422,923    903,913    

19 繰 越 金 2,629,741    842,637    3,472,378    

１ 繰 越 金 2,629,741    842,637    3,472,378    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

20 諸 収 入 3,474,945    7,378    3,482,323    

５ 雑 入 3,263,893    7,378    3,271,271    

21 市 債 9,466,800    △572,800    8,894,000    

１ 市 債 9,466,800    △572,800    8,894,000    

112,538,451    △2,544,042    109,994,409    歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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 （２） 歳　出 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 議 会 費 670,472    3,082    673,554    

１ 議 会 費 670,472    3,082    673,554    

２ 総 務 費 11,001,958    △1,413    11,000,545    

１ 総 務 管 理 費 9,105,271    74,315    9,179,586    

２ 徴 税 費 1,276,892    △53,000    1,223,892    

３ 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 350,886    △23,228    327,658    

６ 監 査 委 員 費 92,728    500    93,228    

３ 民 生 費 48,721,686    △1,416,890    47,304,796    

１ 社 会 福 祉 費 22,052,076    △1,549,117    20,502,959    

２ 児 童 福 祉 費 18,712,779    △154,619    18,558,160    

３ 生 活 保 護 費 7,944,311    286,846    8,231,157    

４ 衛 生 費 11,583,730    △55,018    11,528,712    

１ 保 健 衛 生 費 3,950,413    △27,280    3,923,133    

２ 清 掃 費 5,483,317    △27,738    5,455,579    

５ 労 働 費 269,574    △26,152    243,422    

１ 労 働 費 269,574    △26,152    243,422    

６ 農 林 水 産 業 費 581,709    △5,200    576,509    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 農 業 費 581,709    △5,200    576,509    

７ 商 工 費 1,500,695    1,304    1,501,999    

１ 商 工 費 1,500,695    1,304    1,501,999    

８ 土 木 費 9,682,983    △701,268    8,981,715    

２ 道 路 橋 り ょ う 費 2,794,875    △221,282    2,573,593    

３ 河 川 費 252,956    110,400    363,356    

４ 都 市 計 画 費 5,765,864    △583,585    5,182,279    

５ 住 宅 費 290,425    △6,801    283,624    

９ 消 防 費 5,024,498    △38,729    4,985,769    

１ 消 防 費 5,024,498    △38,729    4,985,769    

10 教 育 費 12,705,273    △322,924    12,382,349    

１ 教 育 総 務 費 2,610,920    △43,498    2,567,422    

２ 小 学 校 費 2,447,844    △205,336    2,242,508    

３ 中 学 校 費 1,290,871    △53,348    1,237,523    

６ 社 会 教 育 費 2,375,718    △20,742    2,354,976    

11 災 害 復 旧 費 283,000    60,000    343,000    

１ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 215,000    60,000    275,000    

13 諸 支 出 金 117,996    △40,834    77,162    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

２ 土 地 開 発 公 社 費 72,834    △40,834    32,000    

112,538,451    △2,544,042    109,994,409    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 出 合 計
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第２表　継続費補正

（変　更）

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円 千円 千円

平成29年度 187,000 平成29年度 82,080

平成30年度 357,600 平成30年度 462,520

平成31年度 46,800 平成31年度 46,800

８土木費
４都　市
　計画費

旧 川 越
織 物 市 場
整 備 事 業

591,400 591,400

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後
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第３表 繰越明許費補正

（追 加）

款 項 事 業 名 金 額

３民 生 費 １社 会 福 祉 費 施 設 援 護 １５１，４１０千円

幹 線 道 路 （ 市 道 ） 整 備 （ 用 地 ） １，４４４千円

２道 路 橋 り ょ う 費 生 活 道 路 （ 市 道 ） 改 良 （ 用 地 ） ７，６２６千円

広 域 幹 線 （ 市 道 ） 整 備 （ 用 地 ） １２，６８７千円

３河 川 費 準 用 河 川 整 備 １１０，４００千円

８土 木 費

中 央 通 り 地 区 整 備 ２２，７２１千円

新 宿 町 三 丁 目 交 差 点 整 備 ５，６０９千円

４都 市 計 画 費

川 越 駅 南 大 塚 線 １２５，５００千円

江 川 都 市 下 水 路 管 理 １５，０００千円
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（変 更）

補 正 前 補 正 後
款 項

事 業 名 金 額 事 業 名 金 額

１土 木 施 設 都 市 下 水 路 都 市 下 水 路
11災害復旧費 200,000千円 260,000千円

災 害 復 旧 費 災 害 復 旧 災 害 復 旧

‐9‐



第４表 地方債補正

（変 更）

補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

本 庁 舎 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

アスベスト 5,100又 は ただし、据置期間 2,700又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

除去事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

文 化 施 設

設 備 整 備 85,400同 上 同上 同 上 58,400同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

民 間 社 会 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

福 祉 施 設 743,900又 は ただし、据置期間 641,900又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

民 間 保 育

施 設 整 備 109,300同 上 同上 同 上 110,400同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

清 掃 運 搬 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

施 設 整 備 10,700又 は ただし、据置期間 9,700又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

東 清 掃

セ ン タ ー 53,800同 上 同上 同 上 69,200同 上 同上 同 上

改修事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

女 性 会 館 5.0る。 5.0る。

77,000又 は ただし、据置期間 47,300又 は ただし、据置期間

解体事業費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

土 地 改 良

6,300同 上 同上 同 上 5,300同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

道 路 環 境 5.0る。 5.0る。

239,400又 は ただし、据置期間 162,300又 は ただし、据置期間

整備事業費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

道 路 新 設

546,300同 上 同上 同 上 450,300同 上 同上 同 上

改良事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

橋 り ょ う 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

新 設 改 良 212,900又 は ただし、据置期間 202,600又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

河 川 整 備

102,700同 上 同上 同 上 195,400同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

笠 幡 駅 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

周 辺 整 備 162,100又 は ただし、据置期間 89,800又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

川越駅西口

周 辺 地 区 64,600同 上 同上 同 上 22,300同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

川越駅西口 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

都 市 基 盤 68,000又 は ただし、据置期間 45,500又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

新 河 岸 駅 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

周 辺 地 区 975,300又 は ただし、据置期間 907,300又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

街路事業費 369,700同 上 同上 同 上 410,800同 上 同上 同 上

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

旧 川 越 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

織 物 市 場 111,400又 は ただし、据置期間 37,600又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

都市下水路

72,000同 上 同上 同 上 18,000同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

公 営 住 宅 5.0る。 5.0る。

17,700又 は ただし、据置期間 13,100又 は ただし、据置期間

改修事業費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

小学校施設

1,052,500同 上 同上 同 上 935,300同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

小 学 校 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

大規模改造 100,200又 は ただし、据置期間 76,000又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

中学校施設

18,000同 上 同上 同 上 50,100同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

中 学 校 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

大規模改造 174,000又 は ただし、据置期間 183,700又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

学童保育室

17,100同 上 同上 同 上 8,500同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

公 民 館 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

改 修 整 備 8,100又 は ただし、据置期間 5,100又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

土 木 施 設 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0る。 5.0る。

災 害 復 旧 42,600又 は ただし、据置期間 114,700又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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議 案 第 ４ ２ 号

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ）

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ

る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 4,222千 円 を 追 加 し 、 歳 入歳 出 予 算 の 総 額 を 歳

入 歳 出 そ れ ぞ れ 43,255,288千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ０ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

８ 繰 入 金 3,093,013    △1,057,140    2,035,873    

１ 他 会 計 繰 入 金 3,093,012    △1,165,119    1,927,893    

２ 基 金 繰 入 金 1    107,979    107,980    

９ 繰 越 金 841,297    1,061,362    1,902,659    

１ 繰 越 金 841,297    1,061,362    1,902,659    

43,251,066    4,222    43,255,288    

 （２） 歳　出 　(単位　千円)

款 項

１ 総 務 費 438,361    671    439,032    

１ 総 務 管 理 費 235,781    671    236,452    

８ 保 健 事 業 費 499,007    3,551    502,558    

２ 保 健 事 業 費 57,149    3,551    60,700    

43,251,066    4,222    43,255,288    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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議 案 第 ４ ３ 号

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に

よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ46,739千 円 を 追 加 し 、 歳 入歳 出 予 算 の 総 額 を 歳

入 歳 出 そ れ ぞ れ 3,933,820千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ０ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,234,543    51,966    3,286,509    

１ 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,234,543    51,966    3,286,509    

２ 繰 入 金 645,268    △5,227    640,041    

１ 一 般 会 計 繰 入 金 645,268    △5,227    640,041    

3,887,081    46,739    3,933,820    

 （２） 歳　出 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 総 務 費 121,045    △5,227    115,818    

１ 総 務 管 理 費 108,291    △5,227    103,064    

２ 広 域 連 合 納 付 金 3,758,236    51,966    3,810,202    

１ 広 域 連 合 納 付 金 3,758,236    51,966    3,810,202    

3,887,081    46,739    3,933,820    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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議 案 第 ４ ４ 号

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 歯 科 診 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 歯 科 診 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 278千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入

歳 出 そ れ ぞ れ82,478千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ０ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　(単位　千円)

款 項

４ 繰 越 金 5,000    278    5,278    

１ 繰 越 金 5,000    278    5,278    

82,200    278    82,478    

 （２） 歳　出 　(単位　千円)

款 項

１ 総 務 費 69,952    278    70,230    

１ 施 設 管 理 費 69,952    278    70,230    

82,200    278    82,478    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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議 案 第 ４ ５ 号

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

平 成 ２ ９ 年 度 川 越 市 農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ

る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 110千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入

歳 出 そ れ ぞ れ 142,510千 円と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 ２ ０ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　(単位　千円)

款 項

４ 繰 越 金 20,000    110    20,110    

１ 繰 越 金 20,000    110    20,110    

142,400    110    142,510    

 （２） 歳　出 　(単位　千円)

款 項

１ 農 業 集 落 排 水 総 務 費 70,043    110    70,153    

１ 総 務 管 理 費 70,043    110    70,153    

142,400    110    142,510    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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議案第４６号

平成２９年度川越市水道事業会計補正予算（第１号）

（総 則）

第１条 平成２９年度川越市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 平成２９年度川越市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正

する。

（項 目） （既決予定量） （補正予定量） （ 計 ）

（４）主要な建設改良事業の概要

配水管新設、改良等 事業費 ２，４４９，０３５千円 △２２２，４７１千円 ２，２２６，５６４千円

（収益的収入及び支出）

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 ６，８３６，９０３千円 ９２千円 ６，８３６，９９５千円

第１項 営業収益 ６，４０６，２３２千円 ９２千円 ６，４０６，３２４千円

支 出

第１款 水道事業費用 ６，４５６，２２９千円 △１６１，３８５千円 ６，２９４，８４４千円

第１項 営業費用 ６，１４５，７１９千円 △１９１，９７９千円 ５，９５３，７４０千円

第２項 営業外費用 １９０，６５２千円 ３０，５９４千円 ２２１，２４６千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 予算第４条本文括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，９９２，３２１千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１４６，２６６千円、減債積立金２００，０００千円、建設改良積立金

２００，０００千円、過年度分損益勘定留保資金１，１３１，８６４千円及び当年度分損益勘定留保資金

３１４，１９１千円で補填するものとする。）」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

支 出

第１款 資本的支出 ３，１１４，９４９千円 △２２５，２０１千円 ２，８８９，７４８千円

第１項 建設改良費 ２，４５９，６８６千円 △２２５，２０１千円 ２，２３４，４８５千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条 予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

支 出

（１）職員給与費 ７８６，５７７千円 １，９５２千円 ７８８，５２９千円

平成３０年２月２０日提出

川越市長 川 合 善 明
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議案第４７号

平成２９年度川越市公共下水道事業会計補正予算（第２号）

（総 則）

第１条 平成２９年度川越市公共下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 平成２９年度川越市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとお

り補正する。

（項 目） （既決予定量） （補正予定量） （ 計 ）

（４）主要な建設改良事業の概要

公共下水道施設整備 事業費 ６３４，８８２千円 △６１，２４８千円 ５７３，６３４千円

公共下水道施設改良 事業費 ７３０，８８１千円 △８９，２６２千円 ６４１，６１９千円

（収益的収入及び支出）

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 ６，２８１，６５３千円 △４，３３０千円 ６，２７７，３２３千円

第１項 営業収益 ４，４１３，３７５千円 ６４千円 ４，４１３，４３９千円

第２項 営業外収益 １，８６７，９４１千円 △４，３９４千円 １，８６３，５４７千円
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支 出

第１款 下水道事業費用 ６，１９２，１６０千円 ８，７１３千円 ６，２００，８７３千円

第１項 営業費用 ５，７０５，２４６千円 △４，１８３千円 ５，７０１，０６３千円

第２項 営業外費用 ４７７，８１４千円 １２，８９６千円 ４９０，７１０千円

（資本的収入及び支出）

第４条 予算第４条本文括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，７５４，５８６千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６６，０７１千円及び過年度分損益勘定留保資金１，６８８，５１５千円

で補填するものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 ９７０，７２３千円 △１２２，７７０千円 ８４７，９５３千円

第１項 企業債 ６５９，８００千円 △１２７，１００千円 ５３２，７００千円

第７項 他会計補助金 ６３，５８７千円 ４，３３０千円 ６７，９１７千円

支 出

第１款 資本的支出 ２，７７３，０４９千円 △１７０，５１０千円 ２，６０２，５３９千円

第１項 建設改良費 １，５５１，３４２千円 △１７０，５１０千円 １，３８０，８３２千円

‐36‐



（企業債）

第５条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補正する。

補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円 政府資金又は地方 千円 政府資金又は地方

公共団体金融機構に 公共団体金融機構に

ついては、その融資 ついては、その融資

条件による。銀行そ 条件による。銀行そ

下水道建設 の他の場合にはその の他の場合にはその

改良事業費 659,800普 通 貸 借 年 5.0債権者と協定するも 532,700普 通 貸 借 年 5.0債権者と協定するも

％以内 のとする。 ％以内 のとする。

ただし、企業財政 ただし、企業財政

その他の都合により その他の都合により

繰上償還又は低利に 繰上償還又は低利に

借換えることができ 借換えることができ

る。 る。
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条 予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

支 出

（１）職員給与費 ６２２，８５３千円 ６６０千円 ６２３，５１３千円

（他会計からの補助金）

第７条 予算第１０条中「１０５，５５２千円」を「１０９，９１８千円」に改める。

平成３０年２月２０日提出

川越市長 川 合 善 明
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